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研究成果の概要（和文）：地震後短時間に被災程度を予測できる次世代型地震防災システムの構築を目的とし，
地震動増幅特性について高精度かつ即時的な予測を行うための技術的検討を行った．その結果，上記システムが
実現可能であることを示した．成果と問題点は以下のとおりである．(1)地震計から出力されるデータを即時的
に用いた１次元地震応答解析は可能であるが，現段階では，１台の計算機で1地点のみの解析に限られる．(2)強
震記録と地盤情報データベースを用い，大阪平野を対象に広域的な地震応答解析を実施したが，今回用いた解析
法による地震増幅率と既往の研究成果には有意な差が認められる．多点即時解析を行うための基盤構築が今後の
課題である．

研究成果の概要（英文）：Aiming at developing the real time prediction method of site amplification 
in wide area, nonlinear site response analysis, an existing geotechnical database and seismic strong
 motion records are combined on Microsoft Excel based program. Major achievement and issues are as 
follows: (1) Method of real time simulation of 1D site response analysis is developed. However, 
number of analysis is limited to one par a PC. (2) Results of 1D site response analysis conducted 
for Osaka plane showed difference on site amplification factor from existing ones. After those 
issues being solved, real time earthquake simulation in wide area shall be made.

研究分野：地盤地震工学

キーワード： 地震災害　動的応答　数値解析
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様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９、ＣＫ－１９（共通） 

１．研究開始当初の背景 
 既往の地震観測網による観測データは，震
源位置の特定，緊急地震速報，津波警報の発
令に活用されている．また，K-NET（防災科
学研究所）などの強震観測網による観測デー
タは，地震動の伝播特性，ローカルサイト特
性の把握など，強震動地震学から地震工学ま
で広く活用されており，耐震工学に関する研
究にとって不可欠な地位を占めるに至って
いる．しかし，これらの強震観測点は高密度
とはいえ，数キロから数十キロ離れて設置さ
れているため，観測点間の地盤震動レベルを
直接知ることはできない．このため距離減衰
式や浅部地盤構造データ等を用いて強震観
測記録を補完しつつ震動レベル，被災程度の
予測がなされているのが現状である 1, 2)．現在，
インターネットを介して配信されている強
震観測記録は，構造物の事前の設計段階，あ
るいは地震後の被害分析のための貴重なデ
ータと位置付けられているが，その即時性を
活かした被災予測等には十分に活用されて
いない． 
 
２．研究の目的 
 本研究では，常時の地盤震動の監視から地
震後短時間に特定地点の地震動と被災程度
を予測できる次世代型地震防災システムを
構築し，地震防災上重要な指標のひとつであ
り，局所的な地盤構造の影響を強く受けると
される地表付近の地震動増幅特性について，
高精度かつ即時的な予測を目指す．この目的
を達成するため，(1)K-NET をはじめとする高
密度地震観測網から得られる地震観測記録
及び(2)近年整備されつつある地盤情報デー
タベースと(3)地震応答解析法の3者を同時か
つ即時的に用いる（図 1）． 
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図 1 時間軸で見た現在の強震データの活用
方法と，本研究が目指す即時被災予測システ
ム 
 
３．研究の方法 
 地震計のデータを即時的に取得し，リアル
タイムに地震応答解析を行うことのできる
システムを開発する．さらに，大阪平野にお
ける既存の地盤情報データベースと本申請
者が開発に携わった 1 次元地震応答解析法を
組み合わせ，大阪平野の地震動増幅特性を計
算し，既往の揺れやすさマップと比較検討す

る． 
  
４．研究成果 
(1) 非線形地盤応答解析法を用いたリアルタ
イム地盤震動予測 
 ここでは，非線形地盤応答解析法を用いて，
リアルタイムに地表面での地震応答倍率を
算出することを試みる．手順は，①あらかじ
め非線形地盤応答解析プログラムに地盤情
報（本研究では 1 地点のみ）を入力しておく．
②地震計による加速度時刻歴をパソコンで
取得する．③データを取得したパソコン上で
解析プログラムを立ち上げておき，取得した
加速度データを連続的に解析プログラムに
入力することで，地表面での応答加速度を即
時に計算する． 
 本研究で重視する即時性，すなわち地震計
測と解析実行の２つをタイムラグなしに行
うプラットフォームを構築するため，
Microsoft Excel の VBA マクロを活用した．即
自解析の大まかな流れは図 2 に示すフローチ
ャートのとおりである． 

 
図 2 即時応答計算のフローチャート 

 
以下，地震記録，非線形解析法(NERA)につい
て説明する． 
(a) 地震計(加速度計) 
 本研究では，小型加速度計 6)（図 3）を使
用した．これをパソコンと USB 接続すること
で 3 成分の加速度時刻歴が得られる．この加
速度データは CSV 形式で出力される． 

 
図 3 小型加速度計 6)本体 

 
(b) 非線形解析法(NERA) 7) 
 本研究に用いる解析手法は，多曲面モデル
を構成則とする有限差分解析法である
（Nonlinear Earthquake Response Analysis, 以
下では NEAR と称する）7)．本手法は数値積



分法として陽解法を用いるため即時的解析
を実行することができる．NERA は Excel を
インターフェイスとして用いており，必要な
情報(地盤情報，地震記録)を各ワークシート
に入力することにより，応答加速度や応答ス
ペクトルを算出することができる． 
 
(c) マクロの作成 
 加速度データを即時的に解析するため，図
2 のフローチャートに沿ってマクロを作成す
る．まず，加速度計から出力される約 3 秒間
の加速度データを NERA に取り込む．解析は
この 3 秒間についてのみ行う．解析終了とと
もに，時刻，入力加速度と地表面加速度と増
幅率が記録された CSV ファイルを出力する．
このように，加速度計の出力データを数値解
析プログラムに読み込ませることにより，ほ
ぼ即時的な解析が可能であることを確認し
た．ただし，現段階では，上で述べたように
3 秒ごとの断続的な解析にとどまっている．
この点については，今後改良が必要である． 
 
(d) 解析結果の例  
 圧縮空気式振動台の上に加速度計を設置
し，1Hz の周期で加振し即時解析を行った．
解析対象とする仮想地盤（図 4）は，地表面
から 6m 付近に軟弱な粘土層がある全層厚
20m の地盤である．加速度計のサンプリング
周波数は 20Hz（0.05s）とした．この時刻歴
データに対し，解析では 1/20 秒間をさらに
1/105 に分割した時間間隔で計算を行った．
これは，解析に用いる数値積分の安定性のた
めである．振動台上で計測された入力加速度
時刻歴の 12 秒までを図 5 に示す．この範囲
における最大加速度振幅は約 0.15G である．
ここで，G は重力加速度(G=9.8m/s2)である． 
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of layer 
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Maximum 
shear 

modulus 
Gmax (MPa)

Total unit 
weight 
(kN/m3)

Shear 
wave 

velocity 
(m/sec)

SPT N Soil 
type

Surface 1 1 1.0 30 15.0 140 6 S
2 1 1.0 30 15.0 140 7 S
3 3 1.0 30 15.0 140 59 S
4 3 1.0 111 15.0 270 60 S
5 6 1.0 111 15.0 270 14 C
6 4 1.0 111 15.0 270 1 C
7 5 1.0 198 15.0 360 5 C
8 6 1.0 198 15.0 360 28 C
9 6 1.0 198 15.0 360 99 C
10 6 1.0 233 15.0 390 99 C
11 6 1.0 233 15.0 390 99 C
12 6 1.0 413 15.0 520 15 C
13 6 1.0 413 15.0 520 11 C
14 5 1.0 257 15.0 410 8 C
15 5 1.0 257 15.0 410 7 C
16 9 1.0 257 15.0 410 99 G
17 9 1.0 257 15.0 410 99 G
18 7 1.0 257 15.0 410 15 G
19 8 1.0 257 15.0 410 40 G

Bedrock 20 9 1.0 257 15.0 410 99 G  
図 4 解析に用いた地盤モデル．Soil type：S
は砂，C は粘土，G はレキを表す． 
 
 計算された地表面の加速度時刻歴（図 6）
には，データが欠損している箇所（例えば，
4 秒付近）がみられるが，これは解析プログ
ラムの設定上，出力される応答加速度の初期
値が 0 とされているためであり改良が必要で
ある． 
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図 5 振動台上で計測された入力加速度時刻
歴（入力 1Hz，サンプリング 20Hz） 
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図 6 図 5 に示す加速度を図 4 の Bedrock に
入力した時の地表面の加速度時刻歴 
 
 即時解析の安定性を検討するため，振動台
の加振周波数を 5Hz，サンプリング周波数を
200Hz とし同様に解析したところ，入力加速
度の最大振幅が約 2.0G であるのに対し，地
表面加速度は不自然な応答を示し，約 0.3G
と大きく減衰した．原因としては，即時解析
の処理が追いついていないことなどが考え
られる．このほかの問題として，即時解析が
行えるのは 1 地点に限られるという問題があ
る．これは，計算機の性能を上げることと解
析プログラムを改良することで解決できる．
また，今回検討した中で，データの掃き出し
間隔を３秒よりも短くすると，地盤条件によ
っては解析が実行できない場合があった．こ
のようなプログラム側での処理の限界や条
件なども今後整理し，検証・改善する予定で
ある． 
 
(2) 地盤情報データベースを用いた 1 次元非
線形地盤応答解析 
 
 本研究で用いる 1 次元非線形地震応答解析
法の妥当性を検証し，今後展開すべき方向を
明らかにするため，大阪平野における揺れや
すさマップとの比較を行った．解析には，関
西圏地盤情報データベース 8)を利用し，2016
年熊本地震，2011 年東北地方太平洋沖地震の
観測記録を入力した． 
 
(3) 地盤情報データベース 
 関西圏地盤情報ネットワーク (KG-NET: 



Kansai Geo-informatics Network)による関西圏
地盤情報ライブラリーの地盤情報データベ
ース 8)を使用した．同データベースには，国
土地理院が発行する数値地図の 5 次メッシュ
(250m×250m)に対し，メッシュ内のボーリン
グデータから抽出された平均的な地盤情報
データが与えられている．公開されている地
盤情報は，土質分類，N 値，単位体積重量，
細粒分含有率の深度分布である．本研究では
大阪平野全域の内，図 7 に赤色網掛けで示す
3806 地点について地盤情報を取得し解析プ
ログラムに入力した． 

 
図 7 関西地盤情報ライブラリー8)に保存さ
れている深度分布図と本研究で対象とする
範囲(赤色網掛け) 
 
データベースに S 波速度が掲載されていない
場合には，太田・後藤(1976)9)による N 値と S
波速度に関する次式を用いて推定した． 

 0.17 0.2
1 269sV N h F F=  (m/s) (1) 

ここで，Vs：S 波速度，N：N 値，h：地表面
からの深さ(m)である．用いる地盤情報はすべ
て沖積層であるため F1=1.0 とし，F2について
は，太田・後藤による土質区分に従う．同ラ
イブラリーには，砂質土の詳細が記されてい
ないため，道路橋示方書を参考にＮ値から砂
の密度を推定し F2の値を設定した． 
 地盤情報データベースから速度振幅の応
答倍率を求めるにあたり，地震増幅度との相
関が高いとされている表層 30m の平均せん
断波速度 AVS30 例えば 10)を利用した 10)．関西圏
地盤情報ライブラリーの情報には，深さが
30mまでの情報が示されていないデータがあ
る．そこで，30m まで最下端の情報が続くと
仮定し，神野ら 11)による既往の研究の関係式 
 30 19.5 1.13 20AVS AVS= + ×  (2) 
を用いて AVS30 を推定した．また，NERA に
より算出された地震増幅度と，次式(3)に示す
藤本・翠川 12)による AVS30 と地震増幅度との
比較も行った． 
 log _ 0.852 log( (30) / 600)AF PGV AVS= − ・  (3) 
ここに，AF_PGV は地震増幅度である． 
 
(4) 地震動記録 
 ここでは，2016 年熊本地震(図 8)を用いた
解析結果について示す．また，記録された加
速度データのうち，解析に使用したのは

K-NET (KMM005)の 15 秒から 34.99 秒の区間
である．この地震動記録は地表面に設置され
ている地震計により計測されたが，NERA に
よる解析では基盤波として入力する．  
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図 8 2016 年熊本地震（K-NET: KMM005） 
 
(5) 計算・解析結果 
図 9 は，QGIS14)を用いて，解析範囲の地盤

情報の最下端の深度をプロットしたもので
ある．これによると，沿岸部，淀川周辺では
最下端深度が深く，北部に行くほど浅くなっ
ていることがわかる． 
図 10 は，AVS30 の分布をプロットしたもので
ある．同図より，沿岸部，淀川周辺で AVS30
が 100-150(m/s)と，比較的小さい値をとって
いることがわかる．解析範囲の北部と上町台
地では AVS30 が 200(m/s)以上の地点が多くみ
られる．紙幅の都合で図には示さないが
J-SHIS による AVS30 では，北部と上町台地で
AVS30 が 300(m/s)程度，沿岸部と淀川周辺で
は 200(m/s)程度である．KG-NET の AVS30 が
J-SHIS の も の よ り ， 沿 岸 部 に お い て
50-100(m/s)程小さい値を示している． 

 
図 9 関西圏地盤情報ライブラリーによる最
下端深度分布 8) 

 
図 10 関西圏地盤情報ライブラリーのデー
タから式(1)(2)を用いて推定される AVS30 の
分布 8) 



 次に，熊本地震を入力したときの解析結果
について述べる．図 11 は，NERA による解析
から得られた地震速度応答倍率の分布であ
る．図 12 は AVS30 から求めた地震応答倍率
(AF_PGV)の分布である．さらに，図 13 は
J-SHIS による地震応答倍率である． 
 

 
図 11 数値解析(NEAR)による地震応答倍率
の分布 

 
 
図 12  AVS30 から求めた地震応答倍率の分
布 

 
図 13 J-SHIS による地震応答倍率 15) 
 
解析による地震応答倍率の分布（図 11）は，
AVS30 から推定される応答倍率（図 12）と
J-SHIS の結果（図 13）と比較して，全体的に
小さく，全域にわたってフラットな応答倍率
を示していることがわかる．AF_PGV は
AVS30 をもとに計算しているため両者の対応
は良い． 
しかし，数値計算結果との対応に問題が認

められたため，この点について平成 29 年度
に詳細に検討することとなった．その結果，

数値解析に用いたせん断剛性のひずみ振幅
依存曲線(G-γ曲線)が解析結果に与える影響
が大きいことが分かった．現段階では，N 値
と土質区分を参照して，砂と粘土については
N 値に応じて G-γ曲線を 3 パターンで与えた
が，拘束圧や地下水位に応じて，このパター
ンを見直す必要がある．また，地震動と応答
倍率の関係についても検討したが，結論には
至っていない． 
 
まとめ 
本研究の目的は，常時の地盤震動の監視か

ら地震後短時間に特定地点の地震動と被災
程度を予測できる次世代型地震防災システ
ムを構築することである．本研究では，地震
防災上重要な指標である地震動増幅特性に
ついて，高精度かつ即時的な予測を行うため
の基礎的な技術的検討を行い，上記システム
が実現可能であることを示した．しかし，依
然として以下のような問題点が明らかにな
った． 
1) エクセルのマクロを活用し即時的な１次
元地震応答解析が可能であるが，現在，１
台の計算機で 1 地点のみの解析に限られる． 

2) 2011 年東北地方太平洋沖地震と 2016 年熊
本地震で観測された強震記録を用い，大阪
平野を対象に地震応答解析を実施したとこ
ろ，今回用いた解析法による地震増幅率と
既往の研究成果に有意な差があることを確
認した． 

3) 即時解析と地盤情報データベースを結び
付け，多点即時解析を行うためのプラット
フォームを構築することが今後の課題であ
る． 

上記問題点を克服することは容易ではない
が，今後も研究を継続することで，近い将来，
最終目的を達成できる． 
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